
様式０-1

　　令和６・７年度

＜申請者＞

商 号 又 は 名
称

＜書類作成者＞

商 号 又 は 名
称

及 び 営 業 所
名

担 当 者 氏 名

連 絡 先 TEL

　　　

　　令和６・７年度

　　〈申　請　者〉

所 在 地

商 号 又 は 名
称

（注）商号・名称、所在地は本社を記載のこと。

（注）書類不備等があった場合は、上欄に記載された宛先へ書類を返送します。

　　受　　付　　票　（申請者控）

岡山県測量及び建設コンサルタント業務等入札参加資格審査申請書

受 付 番 号

（〒　　　　　　　　　　）

　　受　　付　　票　（県控）

岡山県測量及び建設コンサルタント業務等入札参加資格審査申請書

受 付 番 号

所　 在
地

切 取 線

受 付 印

受 付 印



様 式 １－１

令和 年 月 日

岡山県知事　　　殿

( ) 局 － 番

登録を受けている事業

号 号

号 号

号 号

号 号

　※登録更新中の方は、備考欄へ事業名及び更新年月日を記入してください。

3 5 8

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

43 45 50 55 60

63 65 70 75 80

83 85 90

93 95 100

3

5 9

10 15 20 25

30 35 40 45

50 52 53 56

57 60 65 68

3 5 10 14

3 5 10 14

3 5 10 14

3 5 10 14

3 5 10 14

3 5 10 14

０

年 　月 　日

登 録 事 業 名

ふ り が な

　令和６年度・令和７年度において、岡山県で行われる測量、建設コンサルタント等業務に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

年 　月 　日

０

商 号 又 は 名 称

ふ り が な

電 話

代 表 者 氏 名

ふ り が な

担 当 者 氏
名

（注）申請しない業種は空欄とし、申請する業種は、様式３「経営規模等総括表」の年間平均実績高の金額と一致すること。
　　　年間平均施工額、営業年数とも、右づめで記入すること。

※千円

※右づめで記入

４  測　量　業　務

 建築関係建設コンサルタント業務

６

直前二箇年の年間平均施工額　　千円 営業年数

　   営業所の所在地
　   都道府県・市区町村コード

　 郵便番号

　 電話番号

　  営業所の所在地
　　   （都道府県名及び市区町村名は

記入しない）

年 　月 　日 補 償 コ ン サ ル タ ン ト

３０

令和６年度・令和７年度　岡山県測量及び建設コンサルタント業務等入札参加資格審査申請書

０ ２

０ １

登 録 番 号 登 録 年 月 日

年 　月 　日

年 　月 　日

継続新規・継続の別

 フ リ ガ ナ

項　番

 業 者 番 号
 （行政庁記入）

測 量 業 者

建 築 士 事 務 所

建 設 コ ン サ ル タ ン ト

新規

登 録 事 業 名

住 所

(郵 便 番 号)

ふ り が な

 そ　の　他　業　務

０ ５

０

０

０

０

９

８

７

０

 地　質　調　査　業　務

 補償関係コンサルタント業務

 土木関係建設コンサルタント業務

（受　　付　　印）

地 質 調 査 業 者

登 録 年 月 日

年 　月 　日

年 　月 　日

　　　(都道府県・市区町村名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

登 録 番 号 備 考

年 　月 　日

 商号又は名称

 代表者氏名

 自己資本額

 局コード

（注）①申請者は本社及び代表者名としてください。
②項番「０１」～「０３」については、岡山県と契約を締結する営業所

（契約締結権限を委任された営業所）及びその代表者氏名（契
約締結権限を委任された者）を記入してください。



様式１－２　　[登録状況、入札参加希望、技術職員の状況]

※複数の資格を有する技術者であっても、いずれかの欄にのみ計上し、重複計上しないこと。（建設コンサルタントを除く）

① ②
3 5 7 8 10

3

3

① ② ③
3 5 6 8 9 11

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 6 8 9 11

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10 11 13

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10 11 13 14 16

3

3

3

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

3 5 7 8 10

① ②
3 5 7 8 10 11 13

3

3

3

3

3

3

3

① ②
3 4

5 10 15 20 25

30 35 40 45 50

55 60 65 70

技術管理者以外の
技術士及び

ＲＣＣＭ資格者

技術管理者（３条第１号） 現場管理者 技術管理者
・現場管理者
以外の技術士

土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

 河川、砂防及び海岸・海洋 ２ ０

２ １

２

 上水道及び工業用水道

 下水道

９

３ ０

３

 森林土木

１

 港湾及び空港

 電力土木

 道路

 鉄道

３

２

 農業土木

２

３

二級建築士 木造建築士

２

４

３

一級建築士

地
質
調
査
業
務

②

実務経験7年以
上(ｲ)又は認定管

理者(ﾛ)①

 地質調査

 物理探査

 ボーリング

 土質試験

５ ０

補償業務管理者
（３条第１号）

 機械

 水産土木

 電気電子

 廃棄物 ４

３ 条第 ２ 号
　　(ｲ､ﾛ)

３ ７

②
大卒、高専卒業15
年以上経験　(ｲ)

認定技術者(ﾛ)
又は技術士(ﾊ)

３

①

０

３ ８

３ ４

３ ５

３ ６

９

４

測量士補

一級建築士
　　　　　(ｲ)

技術士(ｲ)又は
認定技術者(ﾛ)

技術管理者（３条第１号）

０

６

５

２

３

２

 地図の調製

 造園

測 量 士

 航空測量

１

７

２ ８

１ １

１ ２

２

２ ３

２

２

９ ９

７ ７

建
築
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

 建築一般 ７ ０

７ １

７

７

７

 調査

その他の業務

 建築積算

７ ５

７ ６

 事業損失

専

門

 意匠

 構造

 暖冷房

 衛生

 電気

測
量
業
務

 測量一般

専
門

補
償
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務  補償関連

 土地調査

 土地評価

 物件

 機械工作物

 営業補償・特殊補償

 都市計画及び地方計画

 地質

 土質及び基礎

 鋼構造及びコンクリート

 建設環境

 トンネル

 施工計画、施工設備及び積算

６ ６

５ ２

５ ３

２

４

６ ５

補償業務管理者
以外の

補償業務管理士

５ １

６ ３

６ ０

６ １

６

６

【登録状況、入札参加希望、技術職員数の

状況を記入するに当たっての留意事項】

入札参加資格要件を有するもののうち、岡山県に

入札参加資格審査の申請を希望する業務（部門）に

ついてのみ記入すること。

〔測量業務〕
○入札参加資格要件

岡山県と契約を締結する営業所が測量法に基づ

く登録を受けていること。

①登録状況

測量業務は、申請営業所に測量法に基づく測量

業者登録の登録がある場合「１」

②入札参加希望

入札を希望する場合「１」

〔土木関係建設コンサルタント〕
○入札参加資格要件

・県外業者（契約を締結する営業所が県内にない

業者）については、建設省告示に基づく登録を

受けていること。

・県内業者（契約を締結する営業所が県内にある

業者）については、建設省告示に基づく登録を

受けていなくても申請することができる。

・主たる営業所を岡山県内に有する業者で、建設

コンサルタント業務のうち、河川部門、道路部

門を希望し、建設省告示に基づく登録を受けて

いない者については、技術職員調書（様式９－

1，９－２）を提出すること。

①登録状況

土木関係建設コンサルタント業務は、建設コン

サルタント登録規定に基づく登録部門の登録無

「０」、登録有「１」

注）登録有「１」の場合は、契約を締結する営業所が

建設省告示に基づく登録を受けていること。

②入札参加希望

入札参加を希望する「１」

③記入しないこと。（行政庁側記入）

○技術管理者の専任制緩和の特例

・建設コンサルタント登録規定の解釈及び運用の

方針に基づく技術管理者について、複数の登録

部門に関して技術士資格を有する者であって、

技術管理者の専任制の緩和の規定により２部門

の技術管理者となっている者については、それぞ

れの登録部門の技術管理者の欄に「１」を記入す

ること。

〔地質調査業務〕
○入札参加資格要件

・県外業者（契約を締結する営業所が県内にない

業者）について、建設省告示に基づく登録を受

けていること。

・県内業者（契約を締結する営業所が県内にある

業者）については、建設省告示に基づく登録を

受けていなくても申請することができる。

①登録状況

地質調査業務は、地質調査業者登録規定に基づ

く登録の登録無「０」、登録有「１」

注）登録有「１」の場合は、契約を締結する営業所が

建設省告示に基づく登録を受けていること。

②入札参加希望

入札参加を希望する「１」

〔補償関係コンサルタント業務〕
○入札参加資格要件

・県外業者（契約を締結する営業所が県内にない

業者）について、建設省告示に基づく登録を受

けていること。

・県内業者（契約を締結する営業所が県内にある

業者）については、建設省告示に基づく登録を

受けていなくても申請することができる。

①登録状況

補償関係コンサルタント業務は、補償コンサル

タント登録規定に基づく登録部門の登録無「０」、

登録有「１」

注）登録有「１」の場合は、契約を締結する営業所が

建設省告示に基づく登録を受けていること。

②入札参加希望

入札参加を希望する「１」

〔建築関係建設コンサルタント業務〕
○入札参加資格要件

建築一般は、岡山県と契約を締結する営業所が

建築士法に基づく登録を受けていること。

①登録状況

(1)建築関係建設コンサルタント業務（建築一般）

は、建築士法に基づく登録の

一級建築士事務所「１」、二級建築士事務所「２」、

木造建築士事務所「３」

(2)建築関係建設コンサルタント業務（専門）は、

入札参加希望の場合「０」

②入札参加希望

入札参加を希望する「１」

〔その他の業務〕
①登録状況

その他の業務は、入札参加希望の場合「０」

②入札参加希望

希望する「１」

③入札参加を希望する業務について具体的に記入の

こと。
（業務間は１カラム空けて記入すること。）

（記載例）交通量調査 環境影響評価 計量証明



様式１－３　[技術職員配置表]

測
量
士

測
量
士
補

 
河
川
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

 
港
湾
及
び
空
港

 
電
力
土
木

 
道
路

 
鉄
道

 
上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

 
下
水
道

 
農
業
土
木

 
森
林
土
木

 
造
園

 
都
市
計
画
及
び
地
方
計
画

 
地
質

 
土
質
及
び
基
礎

 
鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

 
ト
ン
ネ
ル

 
施
工
計
画

、
施
工
設
備
及
び
積
算

 
建
設
環
境

 
建
設
機
械

 
水
産
土
木

 
電
気
電
子

 
廃
棄
物

 
土
地
調
査

 
土
地
評
価

 
物
件

 
機
械
工
作
物

 
営
業
・
特
殊
補
償

 
事
業
損
失

 
補
償
関
連

一
級
建
築
士

二
級
建
築
士

木
造
建
築
士

補償関係コンサルタント業務 建築

該当者
に○

該当者
に○

補償業務管理者  ： ◎
補償業務管理者以外
の補償業務管理士：○

地
質
調
査
業
務

技術管理者：◎
現場管理者（地質調査業務のみ）：△

技術管理者・現場管理者以外の技術士：○
様式９－２記載者（河川・道路部門のみ）：●

RCCM：Ｒ

測量 土木関係建設コンサルタント業務

氏         名



様式２ （様式Ａ４）

（住所又は所在地）：

（商号又は名称）：

申請者 （代表者氏名）：

フリ　ガナ

氏 名

フリ　ガナ

氏 名

フリ　ガナ

氏 名

（記載要領）　　・氏名欄はフリガナについても、正確に記入すること。

　　　　　　　　・役名は法人の場合「代表取締役」又は「取締役」と記入すること(監査役は記入不要)。

　　　　　　           　 (財団･社団の場合は「理事長」「理事」を記入し、監事、評議員は記入不要。協同組合の場合は「代表理事」「理事」を記入し、監事は記入不要)

　　　　　　　　・生年月日欄は大正の場合「Ｔ」、昭和の場合「Ｓ」、平成の場合「Ｈ」に○を記入すること。

　　　　　　　　・住所欄は「丁目」「番地」「番」「号」はいずれも「－」(ハイフン)を用いて省略し、算用数字で記入すること。

　　　　　　　　　（例：「岡山市北区内山下二丁目四番六号」の場合「岡山市北区内山下２－４－６」と記入する）

　　　　　　　　・住民登録と居所が異なる場合は住民登録の住所に加え、居所を（　）書きにて併記すること。

　　　　　　　　・記載欄が不足する場合は複数枚に分けて記入してください。

　（受任者に法定代理人のあるとき）

受任者の
法定代理人

 T
 S
 H

役 名 生年月日

日

日

年 月

日

※岡山県との契約締結権を委任する場合で、受任者について上記に記載のない場合は、受任者についても記入してください。
【受任者】

受任者の氏名及び役名等

住 所

 T
 S
 H

年 月

　（本人に法定代理人のあるとき）

本人の
法定代理人

 T
 S
 H

年 月

(役員に法定代理人のある場合は、「役名」を「○○ＸＸの法定代理人」とし、その者も記載してください)

※個人事業主の場合は、申請者本人について記入してください。
【本人】

本人の氏名及び役名等

役 名 生年月日 住 所

本人
 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

 T
 S
 H

年 月 日

日年

 T
 S
 H

年 月 日

月
 T
 S
 H

役 員、代 表 者 等　の　一　覧　表

役員の氏名及び役名等

役 名 生年月日 住 所

 T
 S
 H

年 月 日



様式３

【記載要領】

１．測量等実施高

２．税引前当期利益

３．自己資本額

４．常勤職員の数

②　個人事業主の場合は、貸借対照表上のうち資本合計（純資産合計）の額を記入してください。

「技術職員」「事務職員」の欄には、申請時現在において常時雇用している従業員のうち、専ら測量・コンサ

ルタント等業務に従事している職員の数を記入し、「その他職員」欄にはそれ以外の業務に従事している職員

の数を記入してください。なお、法人における常勤役員、個人における事業主は、その勤務実態によりいずれ

かの欄に含めて記入してください。また、「職員合計」欄の「うち役員等」欄に役員及び事業主の数を内書き

で記入してください。

年　 　月  年  

　「直前第２年度分決算」「直前１年度分決算」の欄には、入札参加希望の業種別に、令和６年10月１日の直

前２年の各事業年度において完成した業務の実績高を、各決算期ごとに記入してください（12か月決算の場合

は、各年度とも左欄に記入すること）。

　※決算期変更を行った場合は12か月換算してください。

　「損益計算書（税引前当期利益）」の欄には、直前１年度分の決算から転記してください。

①　法人の場合は、決算日がR5.10.1～R6.9.30の間における貸借対照表のうち、純資産合計の額を記入し

　てください。

人 人 人

その他(申請に係る業務の売上げのみ記載)

計

千円
自己資本額　　　　　　　　　

千円
損益計算書（税引前当期利益）

創 業
営
業
年
数
等

営 業 年 数

人人

常
勤
職
員
の
数

千円

経　営　規　模　等　総　括　表

地質調査

千円

年　月まで

千円 千円

※

年 間 平 均
実  績  高

(千円未満端数切り捨て)
測

量

等

実

績

高

(

注

)

受 付
番 号 所在地

本　店

年　月から

土木関係建設コンサルタント

入札参加資格申請業種

直前第１年度分決算

年　月から

年　月まで

年　月から

年　月まで

(注)実績高については、税込決算の場合税抜額に換算して記入

その他職員事務職員技術職員
うち役職員等

職員合計

商号又は名称

千円

年　月から

年　月まで

直前第２年度分決算

測量

建築関係建設コンサルタント

補償関係コンサルタント



様式４

令和 年 月 日

　　岡 山 県 知 事  殿

住所又は所在地：

                                    

氏名又は名称

及び代表者名

暴力団又は暴力団員等でない旨の申立書

５　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい
　ること。

６　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方
　が上記１から５までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約
　を締結したこと。

　申請者、申請者の役員、申請者から契約の締結について権限を委任さ
れた者及び法定代理人（以下、「役員等」という）は、下記のいずれの
場合にも該当いたしません。

　なお入札参加資格の審査に関し、本申立に関する事項について岡山県
が岡山県警察本部に照会することについて承諾します。

１　役員等が暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成22年岡山県条例第57号。
　以下「条例」という。）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下こ
　の申立書において同じ。）であること。
２　暴力団（条例第２条第１項に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員等が
　経営に実質的に関与していること。
３　役員等が自己、自社若しくは第三者の利益を図る目的又は第三者に損害を
　加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等したこと。
４　役員等が暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与
　する等積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していること。



様式５

（申請業種区分）

千円

【記載要領】

　1　この表は、登録を受けた業種の各別又はその他営業の種類の各別に作成すること。

　2　この表は、直前2年間の主な完成業務及び直前2年間に着手した主な未完成業務について記載すること。この表は、直前2年間の主な完成業務及び直前2年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

　3　下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請業者名を記載すること。下請の場合は、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請業務名を記載すること。

　4　「測量等対象の規模」の欄には、例えば測量の面積 ・ 精度等、設計の階数 ・ 構造 ・ 延べ面積等を記載すること。「測量等対象の規模」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。

　5　記載行を増やすことは適宜行っていただいて構いません。

この表は、申請を行う業務（測量、建設コンサルタント、地質調査、補償コンサルタント、その他）ごとに作成すること。

年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

月

年 月 年 月

月

年 月 年 月

測 量 等 実 績 調 書

元請又
は下請
の別

測量等対象の
規模等

業務履行場所の
ある都道府県名 請負代金の額件　　名

　　  該当する方式を○で明示してください。（消費税込み・消費税抜き）

発 注 者

年 月 年 月

月

着手年月
完成(予定)
年 月

年 月 年

年 月 年

年 月 年

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月



様式６

（種 類）

学校の種類 専攻学科 名 称
取　得
年月日

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

【記載要領】

1

　
2 　「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。

3

4

5 　記載行を増やすことは適宜行っていただいて構いません。

技 術 者 経 歴 書

経験年月数業 務 経 歴
最 終 学 校 法令による免許等

氏 名

　この表は、申請を行う業務（測量、建設コンサルタント、地質調査、補償コンサルタント、その他）毎に作成

し、対象となる技術者（有資格者）を記載すること。

　また、技術者の所属する営業所（本店又は支店等）単位で順次記載し、その直前に、かっこ書きで当該営業所名

を記載すること。

　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は法令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたもの

を記載すること。（例：○○建築士、○○土木施工管理技術士等）

　「業務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地

位を記載すること。



様式７

郵便番号

電話番号

【記載要領】

　

　
　

営 業 所 一 覧 表

営 業 所

名 称
営 業 を 行 う

コンサルタント等業務
所 在 地

　2．「営業を行うコンサルタント等業務」の欄には、当該営業所において営業するコンサルタント業務のうち、測量業

　　務は（測）、建築設計監理業又は専門建築コンサルタント業務は（建）、土木関係建設コンサルタント業務は（土）､

　　地質調査業務は（地）、補償コンサルタント業務は（補）、その他業務を行う場合は（その他）の各該当欄へ○印を

　　付して表示すること。

(その他)

　1．「営業所」の欄には、常時、測量・コンサルタント業務等の請負契約を締結する事務所（測量、建築士事務所にお
　　いては、登録された営業所に限る。）を記載すること。

(建) (土) (地) (補)

計　　　　箇所

（その他の営業所）

(測)

（主たる営業所）



様式８ （用紙 Ａ４)

令和 年 月 日

岡山県知事 殿

注：本社発行のものとする

所 在 地

申 立 書

　当社は、岡山県内に営業所、出張所等を設置していないので、県税の納税義務が

ありません。

主たる営業所の

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名



様式９－１

土木関係建設コンサルタント業務のうち、河川部門、道路部門の入札参加資格申請に伴う技術職員等については、下記のとおりです。
令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

岡山県知事 殿

事務職員 合    計 創業年月日
（ア） 人 人 人 千円 千円

営業年度
自 年 月 日 千円 １．技術職員経歴書
至 年 月 日 　　（河川、道路部門

 ①河川部門 自 年 月 日 　　の技術者に限る。）
至 年 月 日

　①河川部門 人 自 年 月 日

至 年 月 日

営業年度 ２．実務経験内訳書
自 年 月 日 千円

　②道路部門 人 至 年 月 日

 ②道路部門 自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

　③その他 人 
 ③その他 千円

 小　　　計 人  小　　　計 ＝　　　＋　　　＋ 千円

(2) 測量他 人 (2) 測量他 千円

 合　　　計　（ア） 人  合　　　計 ＋ 千円

　　　 この調書は、土木関係建設コンサルタント業務のうち、河川部門、道路部門の入札参加を希望する業務の方で、建設コンサルタント登録規定に基づく登録を受けていない

　　岡山県内業者（主たる営業所の所在地が岡山県内であること。）の方のみ提出願います。

　　【記載要領】  (1) 「資本金」、「自己資本額」の欄は、入札参加資格申請の経営規模総括表により記載すること。

 (2) 売上高の欄のうち、河川部門、道路部門については、審査基準日の直前の営業年度（入札参加資格申請）を含む過去3年間を記載すること。

 (3) 技術職員数については、1人1部門として2部門以上重複して担当している場合は、主たる業務の部門に記載すること。

 (4) 売上高の合計は、直前1年度分を記載のこと。（経営規模総括表の測量等実績高（直前1年度分決算）と合致すること。）

技　　　術　　　職　　　員　　　調　　　書

　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

資 本 金 自 己 資 本 額
添 付 書 類

技術職員

会社概要

直前1年

直前2年

直前3年

売上高

直前1年

売　　　　　　　　上　　　　　　　　高営業の種類別技術職員数

決　算　期　間 売上高

職　　員　　数
（役員を含む）

直前3年

商 号 又 は 名 称

住 所

代 表 者 氏 名

電 話 番 号受 付 番 号

直前2年

決　算　期　間

 (1)建設コンサルタント(1)建設コンサルタント

Ａ Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ



様式９－２

1． 建設コンサルタント （河川 ・ 道路部門） 技術職員経歴書

最終学校名

及び学科名 卒業 年 月 取得 年 月 日

自 年 月 日～至 年 月 日 年 月 年 月

自 年 月 日～至 年 月 日 年 月 年 月

自 年 月 日～至 年 月 日 年 月 年 月

自 年 月 日～至 年 月 日 年 月 年 月

自 年 月 日～至 年 月 日 年 月 年 月

自 年 月 日～至 年 月 日 年 月 年 月

年 月  A 年 月

記載要領 ① 　技術者については、申請する他の部門と重複しないこと。
② 　免許等名称欄は技術者（技術士、技術士補等）として免許等を取得している方のみ記載すること。
③ 　2部門以上重複して担当している場合は、主たる業務の部門を記載すること。
④ 　河川、道路部門ごとに別葉とすること。
⑤ 　企業名、所属部課名又は役職名が変わるごとに行を改めて記載すること。

自 年 月 日～至 年 月 日 月

自 年 月 日～至 年 月 日 月

自 年 月 日～至 年 月 日 月

自 年 月 日～至 年 月 日 月

自 年 月 日～至 年 月 日 月

自 年 月 日～至 年 月 日 月

　B 月

　（ 月）

記載要領 ① 　建設コンサルタント（河川、道路部門）技術職員経歴書の「左のうち上記部門の実務経験年数」の欄の内訳であること。　　　　〔 A ＝ B （累計）〕

② 　「実務経験の内容」の欄は、工事の設計、監理等の業務に関し、その名称又は、内容、従事していた業務上の立場等を詳細に記載すること。

実　　　務　　　経　　　験　　　の　　　内　　　容

年

左のうち上記部門の

実 務 経 験 年 数

　　部門名：

日
法令による

免許等名称

経　　　歴 （企業名、所属部課名及び役職名）

月

（累　　　計）

年

小　　　　　　計

年

技術職員の氏名
2．　実　　務　　経　　験　　内　　訳　  書

年

期　　　　　　　　　　間 実 務 経 験 年 数

年

年

年

年

年

技術職員の氏名

合　　　　　　　　計

建設コンサルタント業務の部門別(1部門のみ)

生年月日

在　　職　　期　　間 在 職 年 数



様式１０ （用紙 Ａ４)

区
分

　　　令和 　　年 　　月 　　日

岡山県知事 殿

注：本社発行のものとする

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変更年月日

記

主たる営業所の

代 表 者 氏 名

所 在 地

商 号 又 は 名 称

　先に提出した入札参加資格審査申請書の記載事項に、下記のとおり変更がありま

したので、関係書類を添えてお届けします。

変 更 届

測量等



様式１１ （用紙 Ａ４)

辞退理由

令和 年 月 日

岡山県知事 殿

注：本社発行のものとする

辞 退 届

　令和６年度・令和７年度の測量及び建設コンサルタント業務等に係る入札参加資格に

つきましては、下記の理由により辞退いたします。

記

代表者職氏名

所　 在 　地

商号又は名称


